○○法人××事業所金銭管理規程（参考例）
（目的）
第１条　この規程は、○○法人（以下「事業者」という。）が利用者に代わって、利用者が日常生活を営むために必要な金銭、預貯金通帳及び印鑑（以下「金銭等」という。）の管理及び出納（以下「金銭管理」という。）を行う場合に必要な事項を定める。
（金銭管理の原則及び対象者）
第２条　利用者の金銭管理は、利用者又は家族等（以下「利用者等」という。）が自ら行うことが原則であるが、事業者は、利用者等が次の各号に掲げる事由のいずれかに該当する場合は、利用者等に代わって、その金銭管理を行うことができる。
　⑴　利用者等から金銭管理を依頼された場合
　⑵　その他、利用者の金銭等を保護するため、事業者が金銭管理を行うことが特に必要であると認められ、利用者等の同意を得た場合
（金銭等管理契約等）
第３条　事業者は、利用者等から金銭管理を依頼された場合は、金銭管理に関する契約書を作成する。
（管理責任者等）
第４条　事業者は、××事業所の管理者（以下「管理者」という。）に金銭管理を行わせる。
２　管理者は、適正な金銭管理のため、次の者を選任し、金銭管理を補佐させる。
　⑴　利用者の金銭管理の責任者（以下「管理責任者」という。）
　⑵　利用者の金銭等の出納の担当者（以下「出納担当者」という。）
（金銭等の管理）
第５条　管理者は、利用者から金銭等を預かる場合には、その都度、「預かり証」（別紙１）を２部作成し、事業所及び利用者等の双方がそれぞれ１部ずつを保管する。
２　利用者から印鑑を預かる場合には、「預かり証」（別紙１）に印鑑の陰影、材質、形状等を記録する。
３　管理者は、利用者から預かった金銭を事業所の預貯金とは分別し、すべて利用者名義の預貯金により管理する。ただし、利用者等が現金での管理を希望する場合には、○○円を限度として現金により管理することができる。
４　利用者から預かった印鑑は管理責任者が、預貯金通帳及び現金は出納担当者がそれぞれ別々の保管場所に保管するものとし、その保管場所は事業所内の施錠が可能な金庫等とする。
５　利用者から預かった現金については「個人別金銭出納台帳」（別紙２）を作成し、管理責任者の承認を受け、出納担当者が保管する。
（入金手続き）
第６条　出納担当者は、利用者等から入金の依頼があった場合には、管理責任者の立会いのもと、利用者等から現金を受領し、「預かり証」（別紙１）を利用者等に交付する。
２　出納担当者は、預貯金口座への入金依頼の場合には、「預かり証」（別紙１）により管理責任者の承認を受け、利用者の預貯金口座に入金し、入金後に「預かり証」（別紙１）に必要事項を記録し、預貯金通帳を添えて管理責任者の承認を受け、保管する。
３　出納担当者は、現金保管の依頼の場合には、「個人別金銭出納台帳」（別紙２）に必要事項を記録し、「預かり証」（別紙１）を添えて、管理責任者の承認を受け、保管する。
（出金手続き）
第７条　出納担当者は、利用者等から出金の依頼があった場合には、利用者等から「出金依頼書兼出金伝票」（別紙３）を受領する。
２　出納担当者は、預貯金口座からの出金依頼の場合には、金融機関所定の出金票を添えた「出金依頼書兼出金伝票」（別紙３）により、管理責任者の承認を受け、利用者の預貯金口座から出金する。
３　出納担当者は、保管する現金からの出金依頼の場合には、「出金依頼書兼出金伝票」（別紙３）により、管理責任者の承認を受け、保管する現金から出金する。
４　出納担当者は、管理責任者の立会いのもと、出金した現金を利用者等に交付し、利用者等から「受領書」（別紙４）を受領する。
５　出納担当者は、預貯金口座からの出金依頼の場合には、預貯金通帳に「出金依頼書兼出金伝票」（別紙３）及び「受領書」（別紙４）を添えて、管理責任者の承認を受け、保管する。
６　出納担当者は、保管する現金からの出金依頼の場合には、「個人別金銭出納台帳」（別紙２）に「出金依頼書兼出金伝票」（別紙３）及び「受領書」（別紙４）を添えて、管理責任者の承認を受け、保管する。
（包括的な出金の依頼）
第８条　定期的に購入する商品（新聞、雑誌、嗜好飲料等）の代金等、事前に利用者等から提出された「定期出金依頼書兼出金伝票」（別紙５）に記載された費用に係る出金については、「出金依頼書兼出金伝票」（別紙３）に代えて「定期出金依頼書兼出金伝票」（別紙５）により、出金手続きを行うことができる。
（支払いの代行）
第９条　出金した現金を利用者に交付せず、出納担当者に支払いを代行する旨の依頼があった場合には、第７条第４項及び第５項の事務処理において、「受領書」（別紙４）を「領収書（レシートを含む。）の写し」に代えることができる。
（関係書類の照合等）
第１０条　管理責任者は、前月に行われた金銭等の出納（前月に出納がなかった場合を含む。）を、「個人別金銭出納台帳」（別紙２）等の関係書類により照合、点検し、その結果を毎月１０日までに管理者へ報告し、承認を受ける。
２　管理者は、少なくとも年に１回、金銭管理の状況を法人役員会又は担当役員へ報告し、承認を得る。
（利用者等への報告）
第１１条　管理責任者は、金銭管理の状況について管理者の承認を受けた後は、速やかに関係書類の写しを添えて利用者等へ報告する。
２　管理者は、利用者等から当該利用者の金銭管理の状況について開示を求められた場合は、速やかに預貯金通帳のほか関係書類を閲覧させなければならない。
（利用者等の依頼等による金銭等の返還）
第１２条　事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに金銭等を返還しなければならない。
　⑴　利用者等から金銭等の返還の依頼があった場合
　⑵　利用者が退所した場合
２　出納担当者は、利用者等から「返還依頼書」（別紙６）を受領し、管理責任者の承認を受ける。
３　管理責任者は、毎月の点検以降、返還の依頼までに行われた金銭等の出納（出納がなかった場合を含む。）を関係書類により照合、点検し、管理者の承認を受ける。
４　管理者の承認を受けた後は、出納担当者は、管理責任者の立会いのもと、利用者等に関係書類を閲覧させ、金銭等を返還し、利用者等から「受領書」（別紙４）を受領する。
５　出納担当者は、預かっていた「個人別金銭出納台帳」（別紙２）及び預貯金通帳の写しに必要事項を記載し、「返還依頼書」（別紙６）及び「受領書」（別紙４）を添えて管理責任者の承認を受け、保管する。
（関係書類等の保存）
第１３条　事業者は、金銭管理に係る関係書類を、金銭等の返還後５年間保存する。
（公的制度の活用の支援）
第１４条　事業者は、管理を行う金銭の額が高額となった場合又は利用者が成年後見相当となった場合は、利用者等に対して、成年後見制度等の公的制度の活用等を行うよう助言する。
（個人情報の保護）
第１５条　事業者、管理者、管理責任者及び出納担当者は、正当な理由がなく、金銭管理に関して知り得た利用者等の個人情報を漏らしてはならない。
（経済的虐待に対する通報） 
第１６条　事業者、管理者、管理責任者及び出納担当者は、利用者の家族等が利用者の財産を不当に処分し、あるいは利用者から不当に財産上の利益を得ていると思われるときは、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づき、速やかに市町村に通報する。
附　則
１　この規程は、平成○○年○月○日から施行する。
金銭管理に関する契約書（参考例）
第１条　甲は、××事業所の利用に当たり、乙に対し、甲が日常生活を営むために必要な金銭、預貯金通帳及び印鑑（以下「金銭等」という。）を預け、乙は、「○○法人××事業所金銭管理規程」及び第２条で特に定める事項に従い、金銭等の管理及び出納（以下「金銭管理」という。）を行う。
第２条　乙は、金銭管理に当たっては、「○○法人××事業所金銭管理規程」に定めるもののほか、次のとおり取扱う。
　　※　特に定める事項
第３条　本契約は、「○○法人××事業所金銭管理規程」第１２条の規定により、甲が乙から金銭等の返還を受けた時に終了する。
第４条　本契約書を２部作成し、甲及び乙がそれぞれ１部ずつを保管する。
平成　　年　　月　　日
甲　本人（利用者）
　住　所
　氏　名　　　　　　　　　　　　　　印
　　署名代行者又は代理人（家族等）
　住　所
　氏　名　　　　　　　　　（続柄）　印
乙
　住　所
　法人名
　代表者　
